

（様式）
令和７年　　月　　日
環境省 環境再生・資源循環局
総務課 リサイクル推進室 宛
申請団体名：　　　　　　　　　　　　　
令和７年度使用済紙おむつの再生利用等に関する自治体伴走支援事業
事業実施計画書
標記の件について、次のとおり申請します。
【申請者について】
	申請団体名
	

	担当部署
	

	担当者名
	

	連絡先
	電話番号：

	
	E－mail：


【連携団体について】
※複数の団体が連携して提案・実施する場合、その団体名（他の地方公共団体、事業者、市民団体等）全てを記載して下さい。
※連携団体がない場合は、「なし」と記入してください。

	連携する団体名
	


1. 事業名称
	


2. 本事業への応募理由
	（1） 現状と課題

	

	（2） 目指したい姿

	


3. 事業内容
	（１）　事業の実施内容及び実施体制

	


【作成注】
・本事業で実施したいことを、具体的に記載してください。
・事業の継続性や、自治体内外問わずどのような波及効果があるか（横展開の想定）、対象者への訴求のポイント
等の記載をお願いいたします。
	（２）　事業において支援してほしいこと

	


	（３）　事業に要する費用

	（単位：千円、税込）

区分
予算額
備考
合計
〇〇〇〇　
うち、支援希望額　
〇〇〇〇　
（うち、自己負担額）
（〇〇〇〇）
※自己負担額がない場合は記載不要です。



【作成注】
・支援額は１事業当たり180万円（税抜）程度とします。支援額を超過した差額は、申請者が自己負担いただくよう計画ください。
・決定される事業費は、申請者が記載する申請金額と必ずしも一致するものではございません。
・備品購入費や施設整備費（事業実施期間中にレンタルで設置するものは可とする。）、ウェブサイト等の無形財産の構築費用（事業期間中のウェブサイト使用料は可とする。）等、事業終了後に財産となるような支出、単価が５万円を超える物品の計上は不可とします。

・経費の算出過程において小数点以下の端数が生じる場合は、国の基準（国等の債権債務等の金額の端数計算に関する法律（昭和25年法律第61号）に準じ、原則切り捨てとします。

・本事業の採択以前に発生する経費及び事業終了後に納品される物の経費の計上は不可とします。

	（４）　事業のスケジュール

	


	（５）　事業の効果

	〇想定する効果

○効果検証の方法


	（６）　本事業実施後の継続・展望に関する方針

	


【作成注】

　　　　　　・特に、具体的な目標や年度計画等がある場合は詳細を御記入ください。
	（７）　備考

	


【注１】記載する文字については、11pt以上とすること。
【注２】事業実施計画書は、A4サイズで、４ページ程度とすること。
【注３】別添資料を提出する場合は１点までとする。
